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一般競争（指名競争）契約参加者の資格基準 

 

 

政府調達に関する協定その他の国際約束に係る物品等又は特定役務の調達手

続規程第４条第１項に規定する審査及び社会保険診療報酬支払基金における審査

支払会計規程実施細則第４１条等に規定する一般競争及び指名競争（以下「一般

競争等」という。）に参加することができる者の資格を、次のとおり定めることと

する。 

 

第１章 建設工事 

 

（一般競争等参加者の資格） 

第１条 建設工事の一般競争等に参加することができる者は、別表１による土木

工事業又は建築工事業の許可を受けた者（以下「総合工事業者」という。）及び

同表の土木工事業又は建築工事業以外の工事業の許可を受けた者（以下「専門

工事業者」という。）の区分に従い、次の表の建設工事の予定価格に応じて、そ

れぞれ同表の等級に格付けされる資格を有するものとする。 

区分 建設工事の予定価格 等級 

総
合
工
事
業
者 

3億円以上 Ａ 

6,000万円以上      3億円未満 Ｂ 

 2,000万円以上  6,000万円未満 Ｃ 

  2,000万円未満 Ｄ 

専
門
工
事
業
者 

  5,000万円以上 Ａ 

 1,300万円以上   5,000万円未満 Ｂ 

  400万円以上  1,300万円未満 Ｃ 

                     400万円未満 Ｄ 

 

（一般競争等に参加することができない者） 

第２条 建設工事の一般競争等には、次の各号の一に該当する者は参加すること

ができないものとする。 

一 当該契約を締結する能力を有しない者 

二 破産者で復権を得ない者 

三 建設業法第３条に基づく都道府県知事の許可を受けていない者 

 

（一般競争等に参加させないことができる者) 

第３条 契約事務取扱責任者は、次の各号の一に該当すると認められる者を、そ



 

 

の事実があった後２年間、建設工事の一般競争等に参加させないことができる

ものとする。これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者について

も、また同様とするものとする。 

一 契約の履行に当たり故意に工事を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量

に関して不正な行為をした者 

二 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を

得るために連合した者 

三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

六 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行

に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

七 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載した者 

八 経営の状況又は信用度が極度に悪化している者 

 

（申請方法等の公示） 

第４条 契約事務取扱責任者は、申請方法等について公示するものとする。 

 

（一般競争等参加資格審査申請書等の受付） 

第５条 契約事務取扱責任者は、前条により建設工事の一般競争等の資格を得よ

うとする者（以下「建設工事申請者」という。）からの「一般競争（指名競争）

参加資格審査申請書（建設工事）」（様式１）（以下「建設工事申請書」という。）

については、期間を設け受付けるものとする。 

２ 前項に拘らず、所定の期限までに建設工事申請書を提出できないとき、又は

建設工事の一般競争等を実施するに当たり競争参加資格者が僅少で、他に競争

に参加することができると見込まれる者があるときは、臨時に建設工事申請書

を提出させることができるものとする。 

 

（添付書類） 

第６条 建設工事申請書には、次の各号に掲げる書類を添付させるものとする。 

一 営業所一覧表（建設工事）（様式２） 

二 工事経歴書 

三 総合評定値通知書等（建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 27 条の 29

第１項の請求により国土交通大臣又は都道府県知事から通知されたもので、

申請日の直近のものをいう。なお、平成 16 年 3 月 1 日前に施行されていた建

設業法第 27 条の 27 第１項により申請者に通知された経営事項審査結果通知

書を含む。以下同じ。）の写し 

 

 



 

 

 

四 納税証明書の写し 

区分 様式 証明の内容 

個人の場合 
国税通則法施行規則 

別紙第９号書式その３の２ 

「申告所得税及び復興特別所得

税」、「消費税及び地方消費税」

について未納の税額がないこと

の証明書 

法人の場合 
国税通則法施行規則 

別紙第９号書式その３の３ 

「法人税」、「消費税及び地方消

費税」について未納の税額がな

いことの証明書 

 納税証明書の証明年月日については、「建築工事申請書」提出時以前の３か月

以内のものとする。 

 

（申請書等の保存期間） 

第７条 契約事務取扱責任者は、建設工事申請書及び添付書類をその資格の有効

期限まで保存しなければならない。 

 

（等級の格付けの資格審査項目) 

第８条 第１条に規定する等級に格付けされる資格の審査項目は、総合評定値通

知書等の総合評定値（Ｐ）（以下「評定値」という。）とする。 

 

（等級の格付けの方法） 

第９条 等級の格付けは、次の表に掲げる区分ごとに評定値に応じる等級により

行うものとする。 

区分 評   点 等級 

総
合
工
事
業
者 

 1,200以上 Ａ 

 1,000以上    1,200未満 Ｂ 

  800以上     1,000未満 Ｃ 

                   800未満 Ｄ 

専
門
工
事
業
者 

 1,000以上 Ａ 

  800以上    1,000未満 Ｂ 

  700以上     800未満 Ｃ 

                   700未満 Ｄ 

 



 

 

 

（資格の等級の決定） 

第１０条 契約事務取扱責任者は、前条に定めるところにより資格を審査し、等

級を決定するものとする。 

 

（資格の通知） 

第１１条 契約事務取扱責任者は、前条により資格の等級を決定したとき又は不

適格としたときは、「資格審査結果通知書」（様式３）又は「資格審査の結果に

ついて」（様式１２）により通知するものとする。 

２ 建設工事申請者から建設工事申請書の内容に係る変更の届け出があった場合

は、「競争参加資格審査申請書変更届」（様式１３）を提出させるものとし、契

約事務取扱責任者に届け出なければならない。 

３ 契約事務取扱責任者は、前項による届け出があった場合は、速やかに「資格

審査結果通知書」（様式３）を作成し、通知するものとする。ただし、次の各号

の一に該当する届け出の場合を除く。 

 一 代表者に係る事項 

 二 担当者に係る事項 

 三 電話番号・ＦＡＸ番号及びメールアドレス 

 

（資格の有効期間） 

第１２条 資格の有効期間は、等級決定通知の日から令和 6 年 3 月 31 日までとする。 

 

（一般競争等参加資格者名簿の作成） 

第１３条 契約事務取扱責任者は、第１０条により資格の等級を決定したとき

は、「一般競争（指名競争）参加資格者名簿（建設工事）」（様式４）（以下「建

設工事名簿」という。）を作成するものとする。 

２ 契約事務取扱責任者は、前項により建設工事名簿を作成した後、第１１条第

２項の規定による届け出があった場合は、速やかに建設工事名簿を再作成する

ものとする。 

 

（入札参加資格の指定） 

第１４条 契約事務取扱責任者は、建設工事の一般競争等の入札を行うときは、

第１条による予定価格に対応する等級を入札参加者の資格として指定するもの

とする。ただし、必要がある場合において当該等級に加え、上位及び下位の等

級を入札参加者の資格として指定することができるものとする。 

 

 

 

 



 

 

 

第２章 測量・建設コンサルタント等 

 

（一般競争等参加者の資格） 

第１５条 測量・建設工事コンサルタント等（以下「測量等」という。）の一般競

争等に参加することができる者は、次の表の予定価格に応じて、それぞれ同表

の等級に格付けされる資格を有するものとする。 

 

業 種 区 分 予 定 価 格 等級 

測    量 

建築関係建設コンサルタント

業務土木関係建設コンサルタ

ント業務地質調査業務 

補償コンサルタント業務 

 1,000万円以上 Ａ 

   300万円以上 1,000万円未満 Ｂ 

                  300万円未満 Ｃ 

 

（一般競争等に参加することができない者） 

第１６条 測量等の一般競争等には、次の各号の一に該当する者は参加すること

ができないものとする。 

一 当該契約を締結する能力を有しない者 

二 破産者で復権を得ない者 

三 営業に関し法律上資格を必要とするものについては、当該資格を有しない 

 者 

 

（一般競争等に参加させないことができる者) 

第１７条 契約事務取扱責任者は、次の各号の一に該当すると認められる者を、

その事実があった後２年間、測量等の一般競争等に参加させないことができる

ものとする。これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者について

も、また同様とするものとする。 

一 契約の履行に当たり故意に測量等を粗雑にした者 

二 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を

得るために連合した者 

三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

六 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行

に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

七 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載した者 

八 経営の状況又は信用度が極度に悪化している者 

 



 

 

 

（申請方法等の公示） 

第１８条 契約事務取扱責任者は、申請方法等について公示するものとする。 

 

（一般競争等参加資格審査申請書等の受付） 

第１９条 契約事務取扱責任者は、前条により測量等の一般競争等の資格を得よ

うとする者（以下「測量等申請者」という。）からの「一般競争（指名競争）参

加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）」（様式５）（以下「測量等申

請書」という。）については、期間を設け受付けるものとする。 

２ 前項に拘らず、所定の期限までに測量等申請書を提出できないとき、又は測

量等の一般競争等を実施するに当たり競争参加資格者が僅少で、他に競争に参

加することができると見込まれる者があるときは、臨時に測量等申請書を提出

させることができるものとする。 

 

（添付書類） 

第２０条 測量等申請書には、次の各号に掲げる書類を添付させるものとする。 

一 営業所一覧表（測量等）（様式６） 

二 測量等実績調書 

三 技術者経歴書 

四 登記簿謄本（法人の場合） 

五 登録証明書等 

六 財務諸表類（法人の場合） 

七 営業用純資本額に関する書類及び収支計算書（個人の場合） 

八 納税証明書の写し 

区分 様式 証明の内容 

個人の場合 
国税通則法施行規則 

別紙第９号書式その３の２ 

「申告所得税及び復興特別所得

税」、「消費税及び地方消費税」

について未納の税額がないこと

の証明書 

法人の場合 
国税通則法施行規則 

別紙第９号書式その３の３ 

「法人税」、「消費税及び地方消

費税」について未納の税額がな

いことの証明書 

 納税証明書の証明年月日については、「測量等申請書」提出時以前の３か月以

内のものとする。 

 

（申請書等の保存期間） 

第２１条 契約事務取扱責任者は、測量等申請書及び添付書類をその資格の有効



 

 

期限まで保存しなければならない。 

（等級の格付けの資格審査項目) 

第２２条 第１５条に規定する等級に格付けされる資格の審査項目は、次の各号

のとおりとする。 

一 年間平均実績高 

審査の申出をする年の 1 月 1 日（以下「審査基準日」という。）の直前 2 年

の各営業年度における登録を受けた測量業等に係る測量等の業種区分ごとに

算出した年間平均実績高（以下「年間平均実績高」という。） 

 二 自己資本額 

審査基準日の直前の営業年度の決算における自己資本額（法人である場合

においては資本金額（出資金、加入金を含む。）に準備金、積立金及び繰越金

の額を加えた額を、個人である場合においては、次年繰越純資本金の額をい

う。以下「自己資本額」という。） 

 三 技術力 

審査基準日における業種区分ごとの有資格者の数（以下「技術力」という。） 

 四 営業年数 

審査基準日までの営業年数（以下「営業年数」という。） 

 

（等級の格付けの方法） 

第２３条 等級の格付けは、次の表１の算式により算定して得られた数値を、表

２の区分に応ずる同表の等級により行うものとする。 

 表１ 

算式 （３×Ａ）＋Ｂ＋（５×Ｃ）＋Ｄ 

Ａ 年間平均実績高の点数は、その金額に応じ別表２の点数の欄に掲げる点

数とする。 

Ｂ 自己資本額の点数は、自己資本額を年間平均実績高で除し、100 を乗じ

て得た数値（別表３において「自己資本額数値」という。）に応じ別表３の

点数の欄に掲げる点数とする。 

Ｃ 技術力の点数は、別表４の有資格者の欄の左側に掲げる者の数に５を、

同表の有資格者の欄の右側に掲げる者の数に２をそれぞれ乗じて得た数値

を合計した数値（別表５において「合計数値」という。）に応じ別表５の点

数の欄に掲げる点数とする。 

Ｄ 営業年数の点数は、営業年数に応じ別表６の点数の欄に掲げる点数とす

る。 

 

 表２ 

業 種 区 分 数  値 等 級 

測    量 

建築関係建設コンサルタント

210以上 Ａ 

140以上 210未満 Ｂ 



 

 

業務土木関係建設コンサルタ

ント業務地質調査業務 

補償コンサルタント業務 

140未満 Ｃ 

 

（資格の等級の決定） 

第２４条 契約事務取扱責任者は、前条に定めるところにより資格を審査し、等

級を決定するものとする。 

 

（資格の通知） 

第２５条 契約事務取扱責任者は、前条により資格の等級を決定したとき又は不

適格としたときは、「資格審査結果通知書」（様式７）又は「資格審査の結果に

ついて」（様式１２）により通知するものとする。 

２ 測量等申請者から測量等申請書の内容に係る変更の届け出があった場合は、

「競争参加資格審査申請書変更届」（様式１３）を提出させるものとし、契約事

務取扱責任者に届け出なければならない。 

３ 契約事務取扱責任者は、前項による届け出があった場合は、速やかに「資格

審査結果通知書」（様式７）を作成し、通知するものとする。ただし、次の各

号の一に該当する届け出の場合を除く。 

 一 代表者に係る事項 

 二 担当者に係る事項 

 三 電話番号・ＦＡＸ番号及びメールアドレス 

 

（資格の有効期間） 

第２６条 資格の有効期間は、等級決定通知の日から令和 8 年 3 月 31 日までとする。 

 

（一般競争等参加資格者名簿の作成） 

第２７条 契約事務取扱責任者は、第２４条により資格の等級を決定したとき

は、「一般競争（指名競争）参加資格者名簿（測量等）」（様式８）（以下「測量

等名簿」という。）を作成するものとする。 

２ 契約事務取扱責任者は、前項により測量等名簿を作成した後、第２５条２項

の規定による届け出があった場合は、速やかに測量等名簿を再作成するものと

する。 

 

（入札参加資格の指定） 

第２８条 契約事務取扱責任者は、測量等の一般競争等の入札を行うときは、第

１５条による予定価格に対応する等級を入札参加者の資格として指定するもの

とする。ただし、必要がある場合において当該等級に加え、上位及び下位の等

級を入札参加者の資格として指定することができるものとする。 

 



 

 

 

 

 

 

第３章 物品の製造等 

 

（一般競争等参加者の資格） 

第２９条 物品の製造等の一般競争等に参加することができる者は、次の表の物

品の製造、物品の販売、役務の提供等及び物品の買受け（以下「物品製造等」

という。）の資格の種類に従い、それぞれの予定価格の範囲に応じた等級に格付

けされる資格を有するものとする。 

資格の種類 予 定 価 格 の 範 囲 等級 

物 品 の 製 造 

3,000万円以上 Ａ 

2,000万円以上 3,000万円未満 Ｂ 

400万円以上 2,000万円未満 Ｃ 

400万円未満 Ｄ 

物 品 の 販 売 

3,000万円以上 Ａ 

1,500万円以上 3,000万円未満 Ｂ 

300万円以上 1,500万円未満 Ｃ 

300万円未満 Ｄ 

役務の提供等 

3,000万円以上 Ａ 

1,500万円以上 3,000万円未満 Ｂ 

300万円以上 1,500万円未満 Ｃ 

300万円未満 Ｄ 

物品の買受け 

1,000万円以上 Ａ 

200万円以上 1,000万円未満 Ｂ 

200万円未満 Ｃ 

 

（調達する物品等の種類） 

第３０条 資格の種類別に調達する物品等の種類は、次の各号のとおりとする。 

 一 物品の製造 

衣服・その他繊維製品類、ゴム・皮革・プラスチック製品類、窯業・土石

製品類、非鉄金属・金属製品類、フォーム印刷、その他印刷類、図書類、電

子出版物類、紙・紙加工品類、車両類、その他輸送・搬送機械器具類、船舶

類、燃料類、家具・什器類、一般・産業用機器類、電気・通信用機器類、電

子計算機類、精密機器類、医療用機器類、事務用機器類、その他機器類、医

薬品・医療用品類、事務用品類、土木・建設・建築材料、造幣・印刷事業用

原材料類、造幣事業用金属工芸品類、警察用装備品類、防衛用装備品類、そ

の他 

 二 物品の販売 

衣服・その他繊維製品類、ゴム・皮革・プラスチック製品類、窯業・土石



 

 

製品類、非鉄金属・金属製品類、フォーム印刷、その他印刷類、図書類、電

子出版物類、紙・紙加工品類、車両類、その他輸送・搬送機械器具類、船舶

類、燃料類、家具・什器類、一般・産業用機器類、電気・通信用機器類、電

子計算機類、精密機器類、医療用機器類、事務用機器類、その他機器類、医

薬品・医療用品類、事務用品類、土木・建設・建築材料、造幣・印刷事業用

原材料類、造幣事業用金属工芸品類、警察用装備品類、防衛用装備品類、そ

の他 

 三 役務の提供等 

広告・宣伝、写真・製図、調査・研究、情報処理、翻訳・通訳・速記、ソ

フトウェア開発、会場等の借上げ、賃貸借、建物管理等各種保守管理、運送、

車両整備、船舶整備、電子出版、防衛用装備品類の整備、その他 

 四 物品の買受け 

   立木竹、その他 

 

（一般競争等に参加することができない者） 

第３１条 物品製造等の一般競争等には、次の各号の一に該当する者は参加する

ことができないものとする。 

一 当該契約を締結する能力を有しない者 

二 破産者で復権を得ない者 

 

（一般競争等に参加させないことができる者) 

第３２条 契約事務取扱責任者は、次の各号の一に該当すると認められる者を、

その事実があった後２年間、物品の製造等の一般競争等に参加させないことが

できるものとする。これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者に

ついても、また同様とするものとする。 

一 契約の履行に当たり故意に製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量

に関して不正な行為をした者 

二 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を

得るために連合した者 

三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

六 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行

に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

七 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載した者 

八 経営の状況又は信用度が極度に悪化している者 

 

（申請方法等の公示） 

第３３条 契約事務取扱責任者は、申請方法等について公示するものとする。 



 

 

 

（一般競争等参加資格審査申請書の受付） 

第３４条 契約事務取扱責任者は、前条により物品製造等の一般競争等の資格を

得ようとする者（以下「物品製造等申請者」という。）からの「一般競争（指名

競争）参加資格審査申請書（物品製造等）」（様式９）（以下「物品製造等申請書」

という。）については、期間を設け受付けるものとする。 

２ 前項に拘らず、物品製造等の一般競争等を実施するに当たり競争参加資格者

が僅小で、他に競争に参加することができると見込まれる者があるときは、臨

時に物品製造等申請書を提出させることができるものとする。 

 

（添付書類） 

第３５条 物品製造等申請書には、次の各号に掲げる書類を添付させるものとする。 

一 登記簿謄本（法人の場合） 

二 営業経歴書 

三 財務諸表類（法人の場合） 

四 営業用純資本額に関する書類及び収支計算書（個人の場合） 

五 納税証明書の写し 

区分 様式 証明の内容 

個人の場合 
国税通則法施行規則 

別紙第９号書式その３の２ 

「申告所得税及び復興特別所得

税」、「消費税及び地方消費税」

について未納の税額がないこと

の証明書 

法人の場合 
国税通則法施行規則 

別紙第９号書式その３の３ 

「法人税」、「消費税及び地方消

費税」について未納の税額がな

いことの証明書 

 納税証明書の証明年月日については、「物品製造等申請書」提出時以前の３か

月以内のものとする。 

 

（申請書等の保存期間） 

第３６条 契約事務取扱責任者は、物品製造等申請書及び添付書類をその資格の

有効期限まで保存しなければならない。 

 

（等級の格付けの資格審査項目) 

第３７条 第２９条に規定する等級に格付けされる資格の審査項目は、次の各号

に掲げるとおりとする。ただし、物品の販売、役務の提供等及び物品の買受け

については第二号のイは適用しないものとする。 

一 年間平均（生産・販売）高 



 

 

審査の申出をする年の１月１日（以下「審査基準日」という。）の直前２

年の各営業年度における年間平均実績高（以下「年間平均（生産・販売）

高」という。） 

二 経営規模 

ア 自己資本額 

審査基準日の直前の営業年度の決算（以下「直前決算」という。）におけ

る自己資本額（法人である場合においては資本金額（出資金、加入金を含

む。）に準備金、積立金及び繰越金の額を加えた額を、個人である場合にお

いては、次年度繰越純資本金の額をいう。以下「自己資本額」という。） 

イ 機械設備等の額 

直前決算における機械装置、車両運搬具及び工具その他の価格の合計額

（以下「機械設備等の額」という。） 

三 流動比率 

直前決算における流動比率（流動資産の額を流動負債の額で除して得た数

値を百分比で表したものをいう。以下「流動比率」という。） 

四 営業年数 

審査基準日までの営業年数（以下「営業年数」という。） 

 

（等級の格付けの方法） 

第３８条 等級の格付けは、別表７に掲げるそれぞれの項目ごとに、段階区分に

従いあてはめた付与数値の合計の数値を、次の表に掲げる資格の種類ごとに付

与数値の合計の範囲に応じる等級により行うものとする。 

資格の種類 付 与数 値 合 計 の 範 囲 等級 

物 品 の 製 造 

９０点以上 Ａ 
８０点以上  ９０点未満 Ｂ 
５５点以上  ８０点未満 Ｃ 

５５点未満 Ｄ 

物 品 の 販 売 

９０点以上 Ａ 
８０点以上  ９０点未満 Ｂ 
５５点以上  ８０点未満 Ｃ 

５５点未満 Ｄ 

役務の提供等 

９０点以上 Ａ 
８０点以上  ９０点未満 Ｂ 
５５点以上  ８０点未満 Ｃ 

５５点未満 Ｄ 

物品の買受け 
７０点以上 Ａ 
５０点以上  ７０点未満 Ｂ 

５０点未満 Ｃ 

 

（資格の等級の決定） 

第３９条 契約事務取扱責任者は、前条に定めるところにより、資格を審査し、

等級を決定するものとする。 

 



 

 

（資格の通知） 

第４０条 契約事務取扱責任者は、前条により資格の等級を決定したとき又は不

適格としたときは、「資格審査結果通知書」（様式１０）又は「資格審査の結果

について」（様式１２）により通知するものとする。 

２ 物品製造等申請者から物品製造等申請書の内容に係る変更の届け出があった

場合は、「競争参加資格審査申請書変更届」（様式１３）を提出させるものとし、

契約事務取扱責任者に届け出なければならない。 

３ 契約事務取扱責任者は、前項による届け出があった場合は、速やかに「資格

審査結果通知書」（様式１０）を作成し、通知するものとする。ただし、次の各

号の一に該当する届け出の場合を除く。 

一 代表者に係る事項 

 二 担当者に係る事項 

 三 電話番号・ＦＡＸ番号及びメールアドレス 

 

（資格の有効期間） 

第４１条 資格の有効期間は、等級決定通知の日から令和 8 年 3 月 31 日までとする。 

 

（一般競争等参加資格者名簿の作成） 

第４２条 契約事務取扱責任者は、第３９条により資格の等級を決定したとき

は、「一般競争（指名競争）参加資格者名簿（物品製造等）」（様式１１）（以下

「物品製造等名簿」という。）を作成するものとする。 

２ 契約事務取扱責任者は、前項により物品製造等名簿を作成した後、第４０条

第２項の規定による届け出があった場合は、速やかに名簿を再作成するものと

する。 

 

（入札参加資格の指定） 

第４３条 契約事務取扱責任者は、物品製造等の一般競争等の入札を行うときは、

第２９条による予定価格に対応する等級を入札参加者の資格として指定するも

のとする。ただし、必要がある場合においては、当該等級に加え、物品の製造、

物品の販売及び役務の提供等にあっては、予定価格に対応する等級がＡ等級の

場合は二級下位の「Ｂ、Ｃ」を、Ｂ等級の場合は上位及び下位の「Ａ、Ｃ」を、

Ｃ等級の場合は上位及び下位の「Ｂ、Ｄ」を、Ｄ等級の場合は二級上位の「Ｂ、

Ｃ」を、物品の買受けにあっては、上位又は下位のいずれか一方の等級を入札

参加者の資格として指定することができるものとする。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

別表１ 

 

建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条第２項の別表による 

工      事 工   事   業 

土木一式工事 土木工事業 

建築一式工事 建築工事業 

大工工事 大工工事業 

左官工事 左官工事業 

とび・土工・コンクリート工事 とび・土工工事業 

石工事 石工事業 

屋根工事 屋根工事業 

電気工事 電気工事業 

管工事 管工事業 

タイル・れんが・ブロック工事 タイル・れんが・ブロック工事業 

鋼構造物工事 鋼構造物工事業 

鉄筋工事 鉄筋工事業 

ほ装工事 ほ装工事業 

しゆんせつ工事 しゆんせつ工事業 

板金工事 板金工事業 

ガラス工事 ガラス工事業 

塗装工事 塗装工事業 

防水工事 防水工事業 

内装仕上工事 内装仕上工事業 

機械器具設置工事 機械器具設置工事業 

熱絶縁工事 熱絶縁工事業 

電気通信工事 電気通信工事業 

造園工事 造園工事業 

さく井工事 さく井工事業 

建具工事 建具工事業 

水道施設工事 水道施設工事業 

消防施設工事 消防施設工事業 

清掃施設工事 清掃施設工事業 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

別表２ 

年 間 平 均 実 績 高 点 数 

 ２０億円以上 ３０ 

 １０億円以上  ２０億円未満 ２５ 

５億円以上  １０億円未満 ２０ 

  １億円以上    ５億円未満 １５ 

１億円未満 １０ 

 

 

 

別表３ 

自 己 資 本 額 数 値 点 数 

１０以上 ３０ 

５以上     １０未満 ２０ 

５未満 １０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

別表４ 

業種区分 有    資    格    者 

測量 
 測量法（昭和 24 年法律第 188

号）による測量士の登録を受け

ている者 

 測量法による測量士補の登

録を受けている者（測量士の登

録を受けているものを除く。） 

建築関係

建設コン

サルタン

ト業務 

 建築士法（昭和 25 年法律第

202 号）による１級建築士の免

許を受けた者及び同法に基づ

く建築設備資格者を定める告

示（昭和 60 年建設省告示第

1526 号）による建築設備資格者

の登録を受けている者 

 建築士法による２級建築士

の免許を受けた者（１級建築士

の免許を受けた者を除く。）及

び社団法人日本建築積算協会

の行う建築積算資格者試験に

合格し、登録を受けている者 

土木関係

建設コン

サルタン

ト業務 

 技術士法（昭和 58 年法律第

25 号）による第２次試験のうち

技術部門を機械部門（選択科目

を流体機械、建設、鉱山、荷役

及び運搬機械又は機械設備と

するものに限る。）、電気・電子

部門、建設部門、農業部門（選

択科目を農業土木とするもの

に限る。）、林業部門（選択科目

を 森 林 土 木 と す る も の に 限

る。）、水産部門（選択科目を水

産土木とするものに限る。）、情

報工学部門又は応用理学部門

（選択科目を地質とするもの

に限る。）とするものに合格し、

同法による登録を受けている

者 

 建設業法（昭和 24 年法律第

100 号）による技術検定のうち

検定種目を１級の土木施工管

理とするものに合格した者、計

量法（平成 4 年法律第 51 号）

による計量士（環境計量士（濃

度関係）及び環境計量士（騒

音・振動関係）に限る。）の登

録を受けている者、電気事業法

（昭和 39 年法律第 170 号）に

よる第１種電気主任技術者免

状の交付を受けている者、電気

通信事業法（昭和 59 年法律第

86 号）による第１種伝送交換主

任技術者資格者証の交付を受

けている者及び線路主任技術

者資格者証の交付を受けてい

る者並びに社団法人建設コン

サルタンツ協会の行うＲＣＣ

Ｍ資格試験に合格し、登録を受

けている者 



 

 

地質調査 

業務 

 技術士法による第２次試験

のうち技術部門を建設部門（選

択科目を土質及び基礎とする

ものに限る。）又は応用理学部

（選択科目を地質とするもの

に限る。）とするものに合格し、

同法による登録を受けている

者 

 社団法人全国地質調査業協

会連合会の行う地質調査技士

資格検定試験に合格し、登録を

受けている者 

補償コン

サルタン

ト業務 

  不動産の鑑定評価に関する

法律（昭和 38 年法律第 152 号）

による不動産鑑定士の登録を

受けている者、土地家屋調査士

法（昭和 25 年法律第 228 号）

による土地家屋調査士の登録

を受けている者、司法書士法

（昭和 25 年法律第 197 号）に

よる司法書士の登録を受けて

いる者、社団法人日本補償コン

サルタント協会の付与する補

償業務管理士の資格を有し、登

録を受けている者 

 

別表５ 

合  計  数  値 点 数 

１１０ ～ ３０ 

６５ ～ １０９ ２５ 

４０ ～  ６４ ２０ 

１５ ～  ３９ １５ 

       ～    １４ １０ 

 

 

別表６ 

営  業  年  数 点 数 

３５年以上 ３０ 

２５年以上 ３５年未満 ２５ 

１５年以上 ２５年未満 ２０ 



 

 

５年以上 １５年未満 １５ 

５年未満 １０ 

 

 

 

 

 

別表７ 

項   目 段  階  区 分 
付 与 数 値 

製造 製造以外 

年間平均 

（生産・販売）高 

 

200億円以上 

100億円以上   200億円未満 

50億円以上   100億円未満 

25億円以上    50億円未満 

10億円以上    25億円未満 

5億円以上    10億円未満 

2.5億円以上     5億円未満 

1億円以上   2.5億円未満 

5,000万円以上     1億円未満 

2,500万円以上 5,000万円未満 

2,500万円未満 

60 

55 

50 

45 

40 

35 

30 

25 

20 

15 

10 

65 

60 

55 

50 

45 

40 

35 

30 

25 

20 

15 

自己資本額 

10億円以上 

1億円以上    10億円未満 

1,000万円以上     1億円未満 

100万円以上 1,000万円未満 

100万円未満 

10 

 8 

 6 

 4 

 2 

15 

12 

 9 

 6 

 3 

流動比率 

140％以上 

120％以上     140％未満 

100％以上     120％未満 

100％未満 

10 

 8 

 6 

 4 

10 

 8 

 6 

 4 

営業年数 

20年以上 

10年以上      20年未満 

10年未満 

 5 

 4 

 3 

10 

 8 

 6 

機械設備等の額 

10億円以上 

1億円以上    10億円未満 

5,000万円以上     1億円未満 

1,000万円以上 5,000万円未満 

1,000万円未満 

15 

12 

 9 

 6 

 3 

 



 

 

合計（最高点）  100 100 

 

 

 

 

 

 

 


